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第 58 回・2026 年 選択式 労災保険法 遺族一時金・複数就業・支配下・併合繰上げ
問 2

遺族一時金・複数就業・支配下・併合繰上げ

公式選択式 PDF・問 2（6ページ）

正答

A=3、B=2、C=4、
D=1、E=3

判定の軸

遺族一時金・複数就業・支配下・併合繰上げ

正答の理由 正答は A=3、B=2、C=4、D=1、E=3 です。

各候補・各肢の判断

A ①
不適切。遺族補償一時金の差額判定は給付基礎日額 1,000 日分が基準です。365 日分ではありま

せん。

A ②
不適切。600 日分はこの一時金の法定基準額ではありません。既支給年金を 1,000 日分から差し引

きます。

A ③
A に適合。受給資格者が全て失格し、既支給年金合計が 1,000 日分未満なら、その差額を遺族補償

一時金として支給します。

A ④
不適切。1,200 日分は労基法の打切補償の数値です。労災の遺族補償一時金と混同しません。

B ①
不適切。30 万円 ×3 か月 ÷90 日＝ 1 万円は Y社分だけです。Z社分を加える必要があります。

B ②
B に適合。Y社は 90 万円 ÷90 日＝ 1 万円、Z社は 36 万円 ÷90 日＝ 4,000 円で、合計 1 万 4,000

円。複数就業では日給制の最低保障を各社分へ加算せずに合算し、各社の最低保障額の最高額 6,000

円よりも高いため、1 万 4,000 円となります。

B ③
不適切。本問の 90 暦日と賃金額から 1 万 4,250 円にはなりません。就業先ごとの平均賃金を合算

します。

B ④
不適切。Z社の日給の 6割 6,000 円を Y社の 1万円へ足す計算ではありません。通達の特例により

最低保障を適用しない額を合算し、その合算額と各事業場の最低保障額の最高額を比較します。

C ①
不適切。雇用主の影響があるという程度では、判例の業務遂行性の要件を表せません。

C ②
不適切。管理下も日常語として近いものの、引用された判例が使う概念は労働契約に基づく支配下

です。

根拠資料
労災保険法 8 条 3 項・16 条の 6 及び別表／労災保険法施行規則 14 条の障害等級併合／労働基準法 12 条
／ 2020 年 8 月 21 日基発 0821 第 2 号・第 1 の 2(1) 及び 3(2)
法令基準日：2026 年 4 月 10 日。根拠資料を開く

https://www.sharosi-siken.or.jp/wp-content/uploads/2026/08/%E4%BB%A4%E5%92%8C8%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E9%81%B8%E6%8A%9E%E5%BC%8F.pdf#page=6
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tc5278&dataType=1&pageNo=1
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第 58 回・2026 年 選択式 労災保険法 遺族一時金・複数就業・支配下・併合繰上げ
問 2（続き）

遺族一時金・複数就業・支配下・併合繰上げ

公式選択式 PDF・問 2（6ページ）

正答

A=3、B=2、C=4、
D=1、E=3

判定の軸

遺族一時金・複数就業・支配下・併合繰上げ

正答の理由 前ページからの続きです。

各候補・各肢の判断

C ③
不適切。具体的な指示を受けている瞬間だけに業務遂行性を限定するものではありません。判例の

用語は支配下です。

C ④
C に適合。業務災害には労働契約に基づき事業主の支配下にある状態での災害という要件がありま

す。通常の通勤は、専用交通機関等の特段の事情がなければこの支配下に含みません。

D ①
D に適合。13 級以上の障害が二つあり、重い方の 9 級を一級繰り上げて 8 級とします。

D ②
不適切。重い方の 9級のままでは、13級以上の二障害による一級の併合繰上げを反映していません。

D ③
不適切。併合により軽い 10 級へ下げる規定ではありません。等級は数字が小さいほど重くなり

ます。

D ④
不適切。11 級へ下げるのではなく、9 級を 8 級へ一級繰り上げます。

E ①
不適切。391 日分は 9 級だけの額です。13 級の 101 日分を含む併合後の上限額を計算します。

E ②
不適切。正しくは 391 ＋ 101 ＝ 492 日分です。402 日分ではありません。

E ③
E に適合。8 級の 503 日分が各障害の合計 391 ＋ 101 ＝ 492 日分を超えるため、上限の 492 日分

を支給します。等級 8 級と支給日数を別に判定します。

E ④
不適切。8 級の 503 日分をそのまま支給すると、各障害の額の合計 492 日分を超えます。併合繰上

げの上限により 492 日分です。

根拠資料
労災保険法 8 条 3 項・16 条の 6 及び別表／労災保険法施行規則 14 条の障害等級併合／労働基準法 12 条
／ 2020 年 8 月 21 日基発 0821 第 2 号・第 1 の 2(1) 及び 3(2)
法令基準日：2026 年 4 月 10 日。根拠資料を開く

https://www.sharosi-siken.or.jp/wp-content/uploads/2026/08/%E4%BB%A4%E5%92%8C8%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E9%81%B8%E6%8A%9E%E5%BC%8F.pdf#page=6
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tc5278&dataType=1&pageNo=1
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第 58 回・2026 年 択一式 労働・社会保険一般常識 後期高齢者医療の給付・財政
問 9

後期高齢者医療の給付・財政

公式択一式 PDF・問 9（39 ページ）

正答

D・E

判定の軸

後期高齢者医療の給付・財政

正答の理由 正答はD・Eです。Aは正しい、Bは正しい、Cは正しい、Dは誤り、Eは誤りとなります。

各候補・各肢の判断

A
正しい。特定健康診査は、糖尿病その他政令で定める生活習慣病についての健診です。医療保険者

が行う保健事業として位置付けられます。

B
正しい。現に生活保護を受ける世帯員等は適用除外です。ただし、保護を停止されている世帯はこ

の除外の対象から外れます。

C
正しい。後期高齢者医療給付には療養の給付、食事療養費等、高額療養費・高額介護合算療養費、条

例に基づく給付が含まれます。

D
誤り。基準日時点の 95 条 2 項は、負担対象総額見込額の 12 分の 1 に加えて、子ども・子育て支援

納付金見込額の 120 分の 1 を合算します。前者だけを総額とする記述は、2026 年 4 月施行の後者

を落としています。

E
誤り。保険料率は、おおむね 2 年を通じ財政均衡を保つように定めます。5 年間とする期間が違い

ます。

根拠資料
高齢者医療確保法 18 条・51 条・56 条・95 条・104 条
法令基準日：2026 年 4 月 10 日。根拠資料を開く

https://www.sharosi-siken.or.jp/wp-content/uploads/2026/08/%E4%BB%A4%E5%92%8C8%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E6%8A%9E%E4%B8%80%E5%BC%8F.pdf#page=39
https://laws.e-gov.go.jp/law/357AC0000000080
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第 58 回・2026 年 択一式 国民年金法 種別変更・学生特例申請・扶養認定
問 6

種別変更・学生特例申請・扶養認定

公式択一式 PDF・問 6（64 ページ）

正答

B

判定の軸

種別変更・学生特例申請・扶養認定

正答の理由 正答は Bです。Aは正しい、Bは誤り、Cは正しい、Dは正しい、Eは正しいとなります。

各候補・各肢の判断

A
正しい。厚生年金の被保険者となる者は、20 歳未満でも国民年金の第 2 号被保険者です。第 1 号・

第 3 号の 20 歳以上という年齢要件をそのまま適用しません。

B
誤り。指定された学生納付特例事務法人が申請を受けた日に、厚生労働大臣に申請があったものと

みなします。法人が機構へ送付した日ではありません。

C
正しい。国内住所を失った日に第 2 号となった場合は、第 1 号の資格をその当日に失います。資格

喪失が原則翌日である規定の例外です。

D
正しい。2026 年 4 月以降、給与収入のみ等の所定条件を満たす場合、労働契約上の年間収入で被

扶養者認定を行います。契約時に見込みにくい臨時の時間外賃金は、契約による収入見込みへ算入

しない扱いです。

E
正しい。第 1 号・第 3 号は 60 歳に達したときに資格を失います。ただし同時に第 2 号となる場合

は、第 2 号としての資格が続きます。

根拠資料
国民年金法 7 条・9 条・109 条の 2 の 2 ／ 2025 年 10 月 1 日付の労働契約内容による年間収入の取扱い通
知・Q&A
法令基準日：2026 年 4 月 10 日。根拠資料を開く

https://www.sharosi-siken.or.jp/wp-content/uploads/2026/08/%E4%BB%A4%E5%92%8C8%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E6%8A%9E%E4%B8%80%E5%BC%8F.pdf#page=64
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tc9349&dataType=1&pageNo=1

